
坂戸市における学校施設の長寿命化について：長寿命化計画の概要

【基本方針①】超長寿命化の推進

●『従来：長寿命化型』の概ね築80年で改築という画一的な対応から、

改築時期等を一律に設定しない『超長寿命化』への転換を図る。
●個々に劣化状況を客観的に把握し、鉄筋腐食を防止する観点から、
工学的に合理的な対応策を講ずることにより財政負担を大幅に削減。

●超長寿命化を基本としつつ、より良い教育環境を維持・充実させる
ために必要な改修を引き続き実施する。

【基本方針②】施設所有量の最適化

●現在の少子化の状況や将来的な児童・生徒数の減少を見据え、学校
施設の適正規模について検証し、施設保有量の最適化を図る。

●教育的な観点や地域の実情を踏まえながら、将来的な学校の統合も
視野に入れ、少子化に対応した活力ある学校づくりを目指す。

●学校毎の将来的な見通しに基づき、学校施設の在り方について検証。

【基本方針③】施設の利活用

●社会的な要請や市民のニーズ等を勘案し、空き教室等の活用や他の
公共施設等との複合化、跡地の有効活用など、効率的かつ効果的な
施設整備・管理・運営を推進する。

●民間活力の導入など多様な手法を取り入れつつ、より効果的な学校
施設の運用や維持保全などの対応を図ることとする。

改定の背景と経緯 長寿命化計画の基本方針

平成29年
（2017年）

•坂戸市学校施設長寿命化計画

初版（平成29年）

令和4年
（2022年）

•校舎構造躯体調査において

「耐用年数評価」を実施

令和6年
（2024年）

•坂戸市学校施設長寿命化計画

第1回改訂（令和6年）

築40年：長寿命化
築80年：改築

⇓
多額の費用

学識経験者の
工学的知見
による躯体の
耐用年数を把握

建物の長寿命化につながる方策の検討

改築時期を一律
に設定しない
超長寿命化へ

評価結果を基に改修の優先度の見直し

【きめ細かな予防保全の実施】
日常点検＋応急補修（修繕）

法定点検＋経常修繕

●事後保全から予防保全への転換
●改修中心の予防改修型でコスト大幅削減

財政状況を
勘案した

長寿命化計画

坂戸市学校施設長寿命化計画（第1回改訂）の効果

•改築時期を設定しない
•予防改修＋予防保全

コストの大幅な削減と
平準化

•改修の優先度、合理性効率的かつ効果的な
改修計画の策定

•点検⇒修繕の徹底安心・安全な教育環境

•改築から改修へ
環境にやさしい

（CO₂、廃棄物の抑制）

(1)『耐用年数評価』を採用

長寿命化計画の４つの特色

①経営への貢献
②ファシリティ利用者への貢献
③品質・財務供給面の目標と評価
④FMの定着
⑤環境課題・社会課題への対応
⑥時代のニーズへの対応

経営の視点からの
FMの取り組み

(2)可能な限り使用を継続する『超長寿命化』への転換

(3)予防改修型の改修計画による大幅な改修コスト削減

(4)国庫補助事業の活用を見据えた整備メニューの整理
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色

①②③
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特色《１》：「耐用年数評価」の採用 特色《２》：可能な限り使用を継続する「超長寿命化」への転換

長寿命化計画の４つの特色：《１》耐用年数評価 《２》超長寿命化

◆耐用年数評価の実施概要
・市内小中学校施設の校舎 (全18校54棟)のうち、旧耐震基準で建築
された15校35棟のRC造の校舎(全て耐震改修済み）に対し、令和4
年度に「坂戸市内小中学校校舎構造躯体調査業務委託」を実施し、
一般財団法人日本建築センターによる耐用年数評価を行った。

・各校舎の中性化の進行状況による耐用年数の評価は、100年超から
評価不能まであったが、鉄筋の腐食状況は総じて軽微であった。

・このため、耐用年数が評価不能や20年未満と短いものであっても、
今後の改修において、CO₂と水分の浸入を抑制し低含水率状態を保
持するような措置を講じ、その状態を維持・継続することにより、
鉄筋腐食を予防し、長寿命化させることは可能と考えられるとの
見解が示された。

この改訂版長寿命化計画では、建物の目標使用年数について、耐用
年数評価の調査時点から100年超とし、従来の築80年での改築を前提
とせず、改築時期等を一律に設定しない『超長寿命化』への転換を図
ることで、建物を可能な限り継続して使用する方針を定めた。

【建物を可能な限り継続して使用するために：超長寿命化】

●事後保全から予防保全への転換を図る。
●予防改修の間に継続的な予防保全を実施する。
・日常点検＋応急補修（修繕）
・定期的(1～3年程度)な法定点検＋経常修繕

●予防改修のコストを削減➡持続可能性の確保
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従来：長寿命化型 超長寿命：長寿命化改修型

超長寿命：予防改修型直近の10年間に
長寿命化改修が集中
80年後に改築

財政課題：有(コスト多大）

直近10年間に長寿命化改修が集中
➡財政課題：残(コスト大）

点検・補修、予防改修の継続実施
➡維持・更新コストを大幅に削減

◆耐用年数評価の流れ
・学識経験者（耐用年数評価委員会）
による現地確認、調査計画立案

・検体採取、中性化試験
・耐用年数評価委員会での審議
・評価書の発行

◆耐用年数評価
・外壁等の中性化進行状況を調査
・最外側鉄筋に中性化が到達していないことの確認
・ほとんどの最外側鉄筋に中性化が到達しない年数を推計

中性化が進行しても
すぐに崩壊しない

「耐用年数＜＜寿命」

耐用年数評価と寿命の関係

日本建築センターの耐用年数評価 ～長寿命化への科学的根拠～
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特色《３》：予防改修型の改修計画による大幅なコスト削減

長寿命化計画の４つの特色：《３》大幅なコスト削減 《４》国庫補助の活用

特色《４》：国庫補助事業の活用を見据えた整備メニューの整理

計画の継続的運用のためのPDCAサイクル

施設関連経費（施設整備費・維持修繕費）を整理するとともに、改
修等の単価設定を見直した上で長寿命化計画（超長寿命：予防改修
型）のコストシミュレーションを行い、中長期的な改修コストの大幅
な削減と平準化を図ることができた。

中長期的な
改修コストの
大幅な削減と

平準化

国の補助制度として、学校施設環境改善交付金の対象事業が定めら
れており、厳しい財政状況の中、国庫補助金の活用は必須条件となる。
補助対象となる事業ごとに、対象工事や面積などの補助要件が定め

られているため、効果的かつ効率的な国庫補助金活用を念頭に、改修
計画の検討を行う。

P
•坂戸市学校施設長寿命化計画

D
•短期(5年間)計画の実施による学校施設の維持・機能向上

C
•短期計画実施による効果、経年的な情勢の変化の検証

A
•計画の各諸元の見直し

P
•坂戸市学校施設長寿命化計画（見直し版）

・計画の継続的運用のため、５年間に１サイクルで進捗状況を検証
し各種諸元の見直しを行い、長寿命化計画を改訂する。

・上記のＰＤＣＡサイクルを継続的に実施し、『超長寿命化』への転
換効果（施設の安全性・機能性と財政的持続可能性）を実現する。

直近の
10年間に
改築が集中

⇩
財政的対応が

不可能

従来：改築型

継続的な
予防改修

⇩
中長期的な
改修コストの
大幅な削減
と平準化

超長寿命：予防改修型
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コストピークの軽減

改修コストの平準化

国庫補助事業と整備計画メニュー

120人以上 90人以上120人未満 60人以上90人未満 30人以上60人未満 30人未満

多

住吉中学校(R.5)

入西小学校

千代田小学校

坂戸小学校

片柳小学校

千代田中学校

南小学校

若宮中学校

浅羽野小学校(R.4)

桜小学校(H.27)

坂戸中学校

勝呂小学校

大家小学校(R.2)

浅羽野中学(R.2)

桜中学校(R.6予定)

高

低

児童・生徒数の将来推計（令和9年時点・1学年当たりの人数）

改
修
等
の
優
先
度

上谷小学校

城山学園

三芳野小学校

少

以
降
改
修
済
み
校
舎

H.27

改修の優先度を設定

・耐用年数評価を基に、各学校の
RC造校舎の『耐用年数評価』と
『劣化状況調査(12条点検)』の
結果『建築年数』を踏まえ改修
の優先度を設定した。

・もう一つの指標『児童・生徒数
の将来推計』を加えた、マト
リックス表が左記に示したもの。

・児童生徒数の推移も踏まえ、改
修優先度をより細かに判断する。
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20年間

総額 220 億円

11 億円/年

30年間

総額 340 億円

11 億円/年

直近10年間

総額 99 億円

10 億円/年

40年間

総額 486 億円

12 億円/年

現在

（単位：億円）

（年度）

（単位：億円）

：新増築・改築（解体費含む） ：長寿命化改修 ：予防改修

：経常修繕費：その他施設整備費 ：維持管理費

：過去の施設

関連経費 ：光熱水費・委託費等

過去の

施設関連経費

7.6億円/年
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20年間

総額 637 億円

32 億円/年

30年間

総額 806 億円

27 億円/年

直近10年間

総額 572 億円

57 億円/年

40年間

総額 868 億円

22 億円/年

現在

（単位：億円）

（年度）

（単位：億円）

：新増築・改築（解体費含む） ：長寿命化改修 ：予防改修

：経常修繕費：その他施設整備費 ：維持管理費

：過去の施設

関連経費 ：光熱水費・委託費等

過去の

施設関連経費

7.6億円/年


